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本日の内容

１．病気治療と仕事の両⽴⽀援が必要な理由

２．両⽴⽀援の法律的な位置づけと取組み

３．両⽴⽀援ガイドラインについて

４．企業における両⽴⽀援への対応について
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１．治療と仕事の両⽴⽀援が必要な理由
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働き方改革について
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働き方改革

⻑時間労働の是正
正規・非正規の不合

理な待遇差の解消
多様な働き方の実現

• 時間外労働の上限
• 年次有給休暇の確実

な取得 など

同⼀労働同⼀賃⾦ 仕事と生活（育児・

介護・治療）の両⽴

それぞれの事情に応じた

柔軟な働き方がしやすい環境整備

働き方改革関連法
（8つの法律の改正）

2019年4⽉から順次施⾏

⼈⼝減少・離職

→労働⼒不⾜
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両⽴⽀援とは

• 育児・介護・病気治療などで、仕事を今まで通りに

することが難しいという従業員に対し、どうしたら

仕事を続けていけるのか、働き⽅を⾒直すこと。

• 育児・介護・病気治療によって留意点が異なり、さ

らに個々の従業員の状況や企業の実情によっても異

なる。

• 育児・介護については育児介護休業法という根拠と

なる法律があり、企業が取り組むべき内容が明確で

ある。⼀⽅で治療に関しては特化した法律がないた

め企業の取組みは工夫次第。
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働く世代で病気の人は多い
 病気を理由に１か⽉以上休業している従業員がいる企業

の割合︓ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ38％、がん21％、脳血管疾患12％
「治療と職業⽣活の両⽴等⽀援対策事業」（平成25年度厚⽣労働省委託事業）

 仕事を持ちながら、がんで通院している人→44.8万人

病気を抱える人の就業可能性の向上
 がん治療技術の向上によって「⻑く付き合う病気」へ

5年相対⽣存率66.1％

 ⼊院⽇数の短縮化と通院治療へのシフト
在院日数 35.7日（H14）→17.1日（H29）

 病気になったからと言って、すぐに離職しなければなら

ないという状況は当てはまらない

治療と仕事の両⽴⽀援を必要とする

労働者の背景
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がん罹患者の3人に1人は働く世代
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出典︓国⽴がん研究センターがん対策情報センター

地域がん登録全国推計によるがん罹患データ

2017年診断罹患者数977,393人
20歳〜64歳 245,863人（24.6％）
20歳〜69歳 396,092人（40.5％）

60歳代以上の
罹患者の増加

⼥性罹患者の増加

AYA世代のがん
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就労継続の希望

「がん患者の就労等に関する実態調査」平成２６年５⽉ 東京都福祉保健局

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office

働くことは生きがいであり

治療の励みにもなる
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両⽴する上で困難であったこと
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がん診断後の就労への影響
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両⽴⽀援の効果とメリット

安心して働ける職場・持続可能な企業組織

企業の

メリット

働く人の

メリット

•従業員の健康が配慮される

安心・安全な職場づくり

•継続的な人材の確保・定着

•健康経営の実現

•社会的な評価の向上

•多様な人材の活用

•治療を受けながら仕事が

続けられる

•継続した収入確保

•社会貢献や自己実現

•安心感・ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの向上

•治療への配慮により病気の

悪化を防げる

* ) + , - � � . / 0 1 2 3 � � � � � � � � � � � 4 5 6
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２．両⽴⽀援の法律的な位置づけと取組み

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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両⽴⽀援の法律的な位置づけ

労働者の健康確保対策として
 労働安全衛生法、労働安全衛生規則の規定

 業務に従事することによって、疾病を発症したり、疾病

が増悪したりすることを防止するための措置

改正がん対策基本法による努⼒義務
 事業主に対して患者の雇⽤継続に配慮する努⼒義務を課

し、国・⾃治体のがん対策に協⼒するよう規定

（第８条事業主の責務）

労働契約に基づく義務
 企業の「安全配慮義務」（労働契約法第５条）

 従業員の「自己保健義務」

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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労働契約について

従業員企業
賃⾦の⽀払い

労働契約
労働⼒の提供

自己保健義務

安全配慮義務

⾃分の健康を主体的に管理する義務

従業員が安全で健康に働けるように配慮する義務

労働契約法5条
（労働者の安全
への配慮）

使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体
等の安全を確保しつつ労働することができるよう、
必要な配慮をするものとする。

平成24年8月10日
付け基発0810第2

号

「⽣命、⾝体等の安全」︓心身の健康も含まれる
「必要な配慮」︓⼀律に定まるものではなく、使⽤者

に特定の措置を求めるものではないが、労働者の職種、
労務内容、労務提供場所等の具体的な状況に応じて、
必要な配慮をすることが求められるものであること

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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働き⽅改⾰実⾏計画 2017.3〜

平成29年版厚⽣労働⽩書－社会保障と経済成⻑－

会社の意識改⾰と職場環境の整備
社員の健康保持増進に対する意識改⾰・両⽴⽀援制度整備

トライアングル型支援などの推進

両⽴⽀援コーディネーター養成・両⽴⽀援ガイドラインの普及
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産業保健総合支援センターによる

治療と仕事の両⽴⽀援サービス

①個別訪問支援
両⽴⽀援促進員が事業場を訪問し、両⽴⽀援に関する制度導

⼊の⽀援や意識啓発を図る社内教育を実施

②事業者啓発セミナー
両⽴⽀援ガイドラインの普及・啓発を目的とした事業者等対

象とするセミナーを実施

③個別調整支援
両⽴⽀援促進員が、事業場に出向いて個別の労働者に関する

健康管理について、事業者と労働者の間の両⽴に関する調整

⽀援を実施。両⽴⽀援プランの作成を⽀援。

④相談対応

両⽴⽀援に関する相談に、電話、メール、⾯談等により対応
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３．両⽴⽀援ガイドラインについて

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office



19https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000115267.html
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両⽴⽀援ガイドラインの概要

• 2016年2⽉厚⽣労働省が公表

• 治療と仕事の両⽴のために必要となる就業上の措置や
治療に対する配慮が適切に⾏われるようにすることが

目的

• 両⽴⽀援⽀援を⾏うための環境整備、個別の両⽴⽀援

の進め方など、具体的な取組方法等をまとめたもの

• 事業主、人事担当者、産業保健スタッフの他、労働者

本⼈、医療関係者なども活⽤可能

• 雇用形態に関わらず、全ての労働者を対象

• 反復・継続して治療が必要となる疾病であり、短期
で治癒する疾病は対象としていない

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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(1)安全と健康の確保
疾病の増悪が生じないよう適切な就業上の措置や治療
に対する配慮を⾏う ＊安全配慮義務

(2)労働者本人による取組
本⼈が治療や疾病の増悪防⽌について適切に取り組む
＊自己保健義務

(3)労働者本人の申出
私傷病であることから本人の申出を端緒に取り組む
＊申出が⾏いやすい環境整備も重要

(4)治療と仕事の両⽴⽀援の特徴を踏まえた対応
本人の健康状態や業務遂⾏能⼒も踏まえた就業上の
措置等が必要

両⽴⽀援を⾏うに当たっての留意事項①

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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(5)個別事例の特性に応じた配慮
症状や治療⽅法などは個⼈ごとに⼤きく異なる
＊同じ治療でも異なる副作⽤・後遺症

(6)対象者、対応方法の明確化
事業場の状況に応じたルールを制定する

(7)個人情報の保護
疾病に関する情報は機微な個人情報
＊適切な情報管理体制の整備が必要

(8)両⽴⽀援にかかわる関係者間の連携の重要性
事業場の関係者・医療従事者・⽀援機関との連携
＊労働者の同意のもと、産業保健スタッフや人事労務
担当者と主治医との連携が必要
＊両⽴⽀援コーディネーターの活用

両⽴⽀援を⾏うに当たっての留意事項②

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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①事業者による基本方針等の表明と労働者への周知
基本方針や具体的な対応方法等のルールを作成
➡必要性や意義を共有・実現しやすい職場風土醸成

②研修等による両⽴⽀援に関する意識啓発

当事者やその同僚となりうる全ての労働者や管理職に
対して研修等を通じて意識啓発

③相談窓口等の明確化
労働者が安⼼して相談・申出を⾏える相談窓口や情報
の取扱いを明確化

④両⽴⽀援に関する制度・体制等の整備

短時間で定期的な治療、就業時間への制限、時差出勤
等に対応できる休暇制度・勤務制度を検討・導⼊

両⽴⽀援を⾏うための環境整備

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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労働者が事業者へ申出

両⽴⽀援のための情報のやりとり

職場における両⽴⽀援の検討・実施

①労働者から主治医に対して、勤務情
報提供書を提供

②主治医から、就業継続の可否や就業
上の措置、治療への配慮について

主治医意⾒書を提供

会社は、主治医・産業医等の意⾒を勘

案し、労働者本人と充分話し合って、
就業の可否、具体的な措置・配慮を決
定し、両⽴⽀援プランを作成。

※厚⽣労働省資料より

個別の両⽴⽀援の進め⽅

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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４．企業における両⽴⽀援への対応について

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office



職場での両⽴⽀援のポイント
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③仕事内容や業務量を調整する必要はあるか

②本人は働き方に関してどんな希望があるか

①病気によって仕事にどんな影響があるか
（時間的制約・業務遂⾏能⼒の低下・禁⽌事項など）

④両⽴⽀援に活⽤できる制度はあるか
どのような配慮があれば働けるか

⑤本人・周囲に困り事・もめ事が起きていないか

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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各局面における対応①

１．従業員が会社に申し出るとき
 対応の方針
• 退職をすぐに決断させない
• 職場もバックアップすることを伝える
• 本人の希望を可能な範囲内で尊重する

 確認すること
①両⽴⽀援の検討に必要な情報を集める
症状・治療の状況、就業に関する主治医の意⾒
＊勤務情報を主治医に提供する

②情報の取扱いを決める
• 情報共有の範囲を事前に決めておく
• 病気に関する情報︓要配慮個人情報
＊収集には本人の同意が必要、利⽤目的を⽰す

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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メンタルヘルス面への配慮

https://i-chie.com/breast-cancer/tips/aftercare（2021年10月17日アクセス）

治療の継続や就業に影響があると考えられる場合には、産業医や保健師、

看護師等の産業保健スタッフと連携

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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両⽴⽀援の検討に必要な情報

①症状・治療の状況 ＊仕事への影響
• 現在の症状
• ⼊院や通院治療の必要性とその期間
• 治療の内容、スケジュール
• 通勤・業務遂⾏に影響を及ぼす症状や副作⽤

②退院後⼜は通院治療中の就業継続の可否に関する意⾒

③望ましい就業上の措置に関する意⾒ ＊安全配慮
避けるべき作業、時間外労働の可否、出張の可否等

④配慮が必要な事項に関する意⾒ ＊合理的配慮

通院時間の確保や休憩場所の確保等

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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各局面における対応②
２．休業が必要なとき
 従業員への情報提供
社内制度・給与・健康保険等の情報

【書面にしておきたい事項】
①休職期間の開始⽇と期間満了⽇
②休職期間中の相談窓口・連絡方法
③主治医の診断書を提出してもらうタイミング
④診断書の費用負担
⑤給与や社会保険料、住⺠税の取扱い
⑥傷病⼿当⾦・⾼額療養費（限度額適⽤認定証）
⑦復職手順に関すること（申出⽅法・産業医⾯談・復職⽀援）

 業務調整
休業期間中の仕事の引継ぎ・代替要員の確保
＊休業期間の⻑さに応じて

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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©Kondo Labor and Social Security Attorney Office

傷病⼿当⾦の⽀給期間の通算化
同⼀の傷病について⽀給開始⽇から最⻑1年6か月間
➡支給期間の通算化（2022年1月1⽇施⾏）
2021年12月31日において、暦の通算で1年6ヶ月経過していない
場合に適用される（経過措置）
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３．職場復帰するとき（休業せずに両⽴する場合も）
職場復帰（就業継続）の可否判断
• 必要な措置・配慮により就業の機会を失わせない
• 主治医意⾒の収集・産業医意⾒の聴取＊医学的⾒地
• 本⼈の意向・職場の意⾒を踏まえ総合的に判断

• 産業保健総合支援センターの活用も有効

具体的な措置や配慮の内容と時期を検討する
• どんな配慮があれば働けるか

仕事の内容・勤務場所・勤務時間など
• 雇用形態を変更するか

正社員、契約社員、パートタイマーなど
• 新たに制度を導⼊する必要はあるか

➡職場復帰プラン/両⽴⽀援プランの作成

各局面における対応③

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office



コミュニケーションの壁
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Aさんは復職後の働き⽅を上司Bさんに相談しました。

Bさんが理解してくれないと感じています。

Aさん

•一緒に考えてほしい

•病気なのだから配慮

してほしい

•再発の不安を抱えな

がらの仕事がしんど

い

Bさん

•上司としてどうした

らいいんだ…

•病気は個⼈の事︖

•治療が終わったんだ

から今までどおりで

ないと困る

すれ違い

➡すれ違いの理由

• お互い対して汲んでほしいと思っている

• 必要なことが相手に伝わっていない

• 相手の状況や気持ちを思いやっていない

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office
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①治療・投薬等の状況及び今後

の治療・通院の予定
②就業上の措置及び治療への配
慮の具体的内容及び実施時

期・期間
 業務内容の変更
 労働時間の短縮
 就業場所の変更
 治療への配慮内容（定期的な

休暇の取得等）等
③フォローアップの方法及びス
ケジュール（産業医等、保健
師、看護師等の産業保健ス
タッフ、人事労務担当者等に

よる面談等）
④職場復帰⽀援プランについて

は職場復帰⽇も明⽰

プランに盛り込む事項

©Kondo Labor and Social Security Attorney Office



環境整備について
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①基本方針の表明と従業員への周知

• 基本⽅針を明⽂化︓企業理念・就業規則への記載

• イントラネットでの情報発信・手引を配布

②両⽴⽀援に関する意識啓発
• 教材による勉強会

• 両⽴⽀援促進員を活⽤した研修

③相談窓口・情報の取扱いの明確化
• 相談窓口の設置・周知

• 健康情報取扱規程

④制度・体制の整備
制度︓休暇・勤務・通勤・勤務場所・配置など

体制︓両⽴⽀援コーディネーターの配置・情報共有のため

の会議・社外資源との連携など
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従業員が抱える困りと制度活⽤

■困り
副作用・症状の

コントロール

休みの

とり方

復職の不安

いつ︖

どうやって︖

治療費

のこと

収入の

低下

退職の

検討

＜勤務制度＞

•試し出勤制度

•時差出勤制度

•短時間勤務制度

•在宅勤務制度

•フレックスタイム制度

•配置転換

•雇⽤形態変更

＜その他＞

再雇⽤制度
＜休暇制度＞

•年次有給休暇

（時間・半日単位）

•休職制度

（延⻑の例外）

•治療休暇・病気休暇

•積⽴有給休暇

⾼額療養費・限度額適⽤認定証

傷病⼿当⾦ 障害年⾦
公的制度

失業給付

社

内

制

度

■がん治療の経過

がんの

精査・診断
治療・経過観察 終末期 永眠

完治



制度を導⼊せずに⽀援したケース
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サービス業 従業員約40名

• がん診断時より本人と事業主とで情報共有し、顧
問社労士も関与していた。

• 本人は就労継続を希望しており、事業主も仕事を
続けてほしいと伝えた。

• １か⽉の休職後、職場復帰。本⼈と相談して、最
初は半日勤務から始めて慣らしていった。

• 休んでいる間は、他の人が分担してがシフトに
入った。特別手当支給。

• 年休取得率も⾼く、育児や介護などで普段からお
互いがフォローしあう風土があったため気兼ねな
くサポートしてもらえた。
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新たに制度を導⼊したケース
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施設運営 従業員約15名
• 両⽴⽀援の制度・仕組みはなく、従業員ががんに
なったことをきっかけに制度導入を検討。

• 総務課の職員１名が両⽴⽀援コーディネーターの
研修を受講し、相談窓口担当者として配置。

• 年次有給休暇以外の治療休暇、失効した年休を積
み⽴て本⼈の病気・家族の看護等に使える積⽴休
暇制度を新たに就業規則に規定。

• がん検診の拡充
• 治療と仕事の両⽴⽀援助成⾦（環境整備コース）
の活用

• 事業主や役員が深い理解を⽰し、賛同していたの
が大きかった。
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https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp/
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まとめ
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• 治療と仕事の両⽴⽀援は、⼈を⼤切にする企業の

あり方のひとつ

• 病気だから仕事は無理と決めつけない。治療内容

や状態に応じた柔軟な対応が肝要

• スタートは方針の表明から。企業の実情にあった

環境整備（制度整備・体制づくり）を

• 既存の制度を確認する、上手に活用することで退

職を防げる

• 両⽴⽀援の相談はぜひ社労士へ
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本日はどうもありがとうございました
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